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横須賀都市計画地区計画の変更（横須賀市決定） 

 

都市計画湘南国際村地区地区計画を次のように変更する。 

名   称 湘南国際村地区地区計画 

位   置 横須賀市湘南国際村１丁目、湘南国際村２丁目、湘南国際村３丁目、子安及び秋谷字関渡 

面   積 約 152.5ha 

地区計画の 

目   標 

湘南国際村地区は、横須賀市の西部、ＪＲ横須賀線衣笠駅の西方約 4.2kmに位置する自然環境豊かな丘陵

地にある。 

本地区は、神奈川県策定の「湘南国際村基本構想」及び横須賀市第２次基本計画における主要プロジェク

トのひとつである「湘南国際村計画」を具現化するものとして、神奈川という一地域から世界への貢献を担う

「国際文化県かながわ」の実現、「歴史と文化の香り高い 21 世紀の緑陰滞在型の国際交流拠点」を創造する

ことを目的に、開発許可を受けた地区である。 

本地区の街づくりの理念は、神奈川の国際性と先進性、歴史的伝統と自然環境あふれる立地特性を踏まえ

て、自然・歴史・文化を生かした「全体が緑豊かな公園のような村」、国際的研究・研修機関の集積による「知

的創造が行われる村」、諸外国の人々とのふれあいによる「国際色豊かな楽しいコミュニティ」、国内外との

ネットワークによる「高度情報の発信・受信の拠点」を創出することにある。 

したがって、本地区の地区計画は、開発行為の目的及び街づくりの理念を継承し、次に掲げる土地利用、地

区施設及び建築物等に関する整備の方針のもとに、周辺の自然環境に調和する「学術研究」、「人材育成」、

「技術交流」、「文化交流」の諸機能を集積した研究・研修環境や国際交流の場として、21 世紀の国際交流

拠点にふさわしい、緑豊かで良好な都市環境を形成誘導し、保全することを目標とする。 
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本地区の自然特性を生かして、地区周辺の良好な自然環境と調和した地区全体が「緑豊かな公園のような

村」として機能するよう土地利用を図り、かつ、地区計画の目標に掲げた諸活動を機能的に展開できる土地利

用を推進するため、開発許可及び神奈川県が平成31年に改訂した「湘南国際村基本計画」による土地利用計画

を基本に地区全体を４ゾーンに大別し、均衡のとれた良好な都市空間が創造されるよう土地利用を図るとと 

もに、まちづくりの早期な熟成を目指すものとする。 

なお、良好な市街地環境の形成及び保全を図るため、土地の形質の変更を行う場合は、既に宅地整備されて

いる地区との調和を図るとともに各宅地は無秩序な区画の細分化を行うことなく宅地利用するものとする。 

１  研究・研修施設地区 

「国際社会への貢献と地域社会の発展への寄与を目指す国際交流拠点づくり」に貢献するまちづくり

として、その基本的機能である「学術研究」、「人材育成」、「技術交流」、「文化交流」の機能を導

入した研究・研修施設及び複合集積する公共系、民間系のこれらに関連する諸施設との交流、協力、連

携が図られる施設等の立地を誘導し、国際交流拠点にふさわしい研究・研修環境及び交流環境が形成さ

れるよう土地利用を適正に規制、誘導する。 

なお、研究・研修、教育等の交流機能の集積を図る地区を「交流施設地区」、研究・研修・教育・医

療・福祉等の多様な機能の集積を図る地区を「研究・研修施設地区」に区分し土地利用を図る。 

２  生活支援施設地区 

研究者、研修者、居住者等の生活利便に寄与するものとして、商業、業務、サービス等の機能を有す

る生活支援環境が形成されるよう土地利用を適正に規制、誘導する。 

３  住宅地区 

周辺の自然環境に調和した滞在型の国際交流拠点を支援する居住ゾーンを創造するにあたり、研究者、

研修者のホームステイ・ホームビジットなどにも対応できる低層の各種住宅が立地する良好な住環境が

形成されるよう土地利用を適正に規制、誘導する。 

なお、各種住宅の混在を防止するため、土地利用計画に応じ「低層専用住宅地区」、「低層住宅Ａ地

区」、「低層住宅Ｂ地区」及び「低層住宅Ｃ地区」に区分し土地利用を図る。 

(1) 低層専用住宅地区 

     低層の一戸建て住宅を主体とする地区とする。 

(2) 低層住宅Ａ地区 

低層の一戸建て住宅及び集合住宅を主体とする地区とする。 

(3) 低層住宅Ｂ地区 

幹線道路沿道の立地を活かした低層の集合住宅、店舗、教育、医療、福祉施設等が立地する地

区とする。 

(4) 低層住宅Ｃ地区 

幹線道路沿道の立地を活かした低層の一戸建て住宅、店舗、教育、福祉施設等が立地する地区

とする。 
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４  公共公益施設地区 

良好な市街地環境を確保するうえで必要な公園、地区住民及び湘南国際村を訪れる人々の利便性に寄

与するための各種公益施設等が立地する地区として、土地利用を適正に規制、誘導する。 

なお、地区内の公共施設は次に掲げる方針のもとに整備し、維持、保全する。 

(1) 道路 

地区内の道路は、周辺地域の道路計画と整合を図るよう整備し、広域幹線道路、幹線道路、準幹

線道路、区画道路及び歩行者専用道路を適正に配置し、これらの機能が損なわれないよう維持、保

全する。なお、当該地区を貫く広域幹線道路は都市計画施設として整備する。 

(2) 公園及び緑地 

「緑豊かな公園のような村」を創造するにあたり、公園は「緑のネットワーク化」及び地域住民等

の交流が図られるものとして適正に配置、整備のうえ保全する。また、地区内の良好な自然緑地は、

現に存する地区外の緑地と一体的に維持、保全する。 

なお、地区内の公園は、必要に応じて都市計画施設に指定するほか、緑地等として整備のうえ将来

にわたり維持すべき一団の区域については、この効用を妨げるおそれのある土地利用は行わないもの

とする。 

(3) その他の公共施設 

雨水の河川水系への流出防止策として、雨水調整池を適正に配置、整備し保全する。 

地区施設の

整備の方針 

幹線道路、準幹線道路は緑豊かな道路景観を創出するとともに円滑な交通に寄与するものとし、また区画道

路は防災等に配慮し、主要な施設と公園・緑地などを機能的に結ぶよう整備、保全する。 

また、歩行者専用道路は歩行者の安全、快適性に十分配慮し適正に配置、整備する。 

建築物等の 

整備の方針 

１ 緑豊かでゆとりと潤いがあり、かつ、風致に優れた国際交流拠点が形成されるよう地区の区分ごとに建築

物の用途、敷地面積の最低限度、高さの最高限度等を定め、次のように建築物等の整備を誘導するととも

に、整備後の維持を図る。 

(1) 研究・研修施設地区 

  研究・研修施設、教育、健康、福祉施設のほか、宿泊施設等の集積整備を図る街区とし、良好な研究・

研修環境、交流環境等の形成を図る。 

ア 交流施設地区 

研修所、研究所、教育、健康施設のほか、宿泊施設等が立地する街区とし、交流機能に著しい障害

を及ぼすおそれのある施設の建築を制限する。 

  イ 研究・研修施設地区 

研究所及び研修所のほか、教育、健康、医療、福祉施設等が立地する街区とし、研究・研修機能に

著しい障害を及ぼすおそれのある施設の建築を制限する。 

(2) 生活支援施設地区 

   居住者、就業者等の生活利便に寄与する店舗、事務所、サービス施設等が立地する街区とし、これら以

外の施設の建築を制限する。 

(3) 住宅地区 

自然環境と調和した良質な低層の各種住宅が立地する街区とし、良好な居住環境の形成を図る。 

 ア 低層専用住宅地区 

    低層の一戸建て住宅及び生活上必要とする公益的建築物のみが建築できるものとし、これら以外の

施設の建築を制限する。 

  イ 低層住宅Ａ地区 

低層の一戸建て住宅、長屋、共同住宅及び道路交通上必要な建築物のみが立地できるものとし、こ

れら以外の施設の建築を制限する。 

 ウ 低層住宅Ｂ地区 

    低層の長屋、共同住宅及びこれらに併設される日用品店舗、教育、医療、福祉施設等が建築できるも

のとし、良好な沿道景観に寄与する建築物等の整備を図る。 

 エ 低層住宅Ｃ地区 

  低層の一戸建て住宅、日用品店舗、サービス施設、教育、福祉施設等が建築できるものとし、良好な

沿道景観に寄与し、かつ、周辺環境に調和した建築物等の整備を図る。 

(4) 公共公益施設地区 

   都市公園施設、地区全体の利便に供する上下水道施設等のみ建築できる地区とし、地区内の良好な市 

街地環境及び地区近隣の優良な自然環境に調和した緑地豊富な公共的空間の整備を図る。 

２ 建築物の形態、意匠、色彩等は、美観、風致等に十分配慮するとともに、工作物、屋外広告物等は、大き

さ、色彩、設置場所等について周辺の景観に調和したものとする。 

３ 緑地等として整備のうえ将来にわたり維持すべき一団の区域については、この効用を妨げるおそれのある

建築物等の整備は行わないものとする。 
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緑化の方針 

１  緑豊かで公園のような湘南国際村を創造するため、緑地は周辺の良好な自然環境との調和を図るととも

に地区全体の緑のネットワークを形成するよう適正に配置、整備し、保全を図る。 

２  区域内の大規模な自然緑地は、区域周辺の緑地と一体的に保全するとともに公共空間、宅地内及び造成

法面等の緑化を積極的に推進し、現に存する緑地は、樹林地及び草地として保全を図る。 

３  敷地内の緑被率は、交流施設地区、研究・研修施設地区及び公共公益施設地区においては41％以上、生

活支援施設地区においては30％以上、その他の地区については25％以上確保し、地区全体で60％以上確保す

るものとする。 

  なお、敷地内には緑豊かな道路景観に寄与する緑地帯を確保するため、低層専用住宅地区、低層住宅Ａ地

区、低層住宅Ｂ地区及び低層住宅Ｃ地区においては道路境界線に沿う幅２ｍ以上の部分、その他の地区にお

いては道路境界線に沿う幅５ｍ以上の部分を緑地として整備し、保全を図る。 
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位   置 横須賀市湘南国際村１丁目、湘南国際村２丁目、湘南国際村３丁目、子安及び秋谷字関渡 

面   積 約 44.1ha 

地区施設の配置 

及 び 規 模 
道 路 

幹 線 道 路 
幅員16ｍ  延長約   320ｍ 

幅員12ｍ  延長約  880ｍ 

準 幹 線 道 路 
幅員18ｍ  延長約    20ｍ 

幅員12ｍ  延長約 1,090ｍ 

区 画 道 路 
幅員９ｍ  延長約 1,330ｍ 

幅員６ｍ  延長約 2,860ｍ 

歩行者専用道路 

幅員10ｍ  延長約   160ｍ 

幅員６ｍ  延長約   30ｍ 

幅員４ｍ  延長約 1,320ｍ 
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項 

地

区

の

区

分 

地区の 

名 称 
交流施設Ａ地区 交流施設Ｂ地区 研究・研修施設地区 生活支援施設地区 低層専用住宅地区 

地区の 

面 積 
約 5.9 ha 約 4.2ha 約 2.9ha 約 1.2ha 約 16.9ha 

建築物等の 

用途の制限 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築しては

ならない。 

(1) 研究所及び研

修所 

(2) 路線バスの停

留所の上家 

(3) 学校 

(4) 図書館、博物

館及び美術館 

(5) 事務所 

(6) 体育館、スポ

ーツ練習場及び

水泳場（ボーリ

ング場、スケー

ト場、スキー場、

ゴルフ練習場及

びバッティング

練習場その他こ

れらに類するも

のを除く。） 

(7) ホテル又は旅

館 

(8) 前各号の建築

物に附属するも

の。ただし、自

動車車庫にあっ

ては当該自動車

車庫の床面積の

合計に同一敷地

内にある建築物

に附属する自動

車車庫の用途に

供する工作物の

築造面積を加え

た値が当該敷地

内にある建築物

（自動車車庫の

用途に供する部 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築しては

ならない。 

(1) 研究所及び研

修所 

(2) 路線バスの停

留所の上家 

(3) 学校、図書館

その他これらに

類するもの 

(4) 博物館及び美

術館 

(5) 事務所 

(6) 体育館、スポ

ーツ練習場及び

水泳場（ボーリ

ング場、スケー

ト場、スキー場、

ゴルフ練習場、

バッティング練

習場その他これ

らに類するもの

を除く。） 

(7) ホテル又は旅

館 

(8) 店舗、飲食店

その他これらに

類するもの(風

俗営業等の規制

及び業務の適正

化に関する法律

(昭和23年法律

第122号)第２条

第１項各号、第

６項各号、第９

項又は第11項の

いずれかに該当

する営業の用に

供するものを除 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築してはな

らない。 

(1) 研究所及び研

修所 

(2) 学校 

(3) 図書館、博物館

及び美術館 

(4) 体育館、スポー

ツ練習場及び水

泳場(ボーリング

場、スケート場、

スキー場、ゴルフ

練習場及びバッ

ティング練習場

その他これらに

類するものを除く。)

(5) 店舗又は飲食

店(風俗営業等

の規制及び業務

の適正化に関す

る法律第２条第

１項各号、第６項

各号、第９項及び

第11項のいずれ

かに該当する営

業の用に供する

ものを除く。）で

その用途に供す

る部分の床面積

の合計が500㎡以

内のもの(政令第

130条の５の２第

４号に規定する

ものを含み、延べ

面積の２分の１

以上を前各号に

掲げる用途に供

するものに限る。) 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築しては

ならない。 

(1) 店舗又は飲食

店（風俗営業等

の規制及び業務

の適正化に関す

る法律第２条第

１項各号、第６

項各号、第９項

及び第11項のい

ずれかに該当す

る営業の用に供

するものを除

く。）でその用

途に供する部分

の床面積の合計

が1,500㎡以内

のもの（政令第

130条の５の２

第４号に規定す

るものを含む。） 

(2) 事務所でその

用途に供する部

分の床面積の合

計が1,500㎡以

内のもの 

(3) 学習塾、華道

教室、囲碁教室

その他これらに

類する施設 

(4) 診療所 

(5) 集会場 

(6) ガソリンスタ

ンド、自動車用

液化石油ガスス

タンド、プロパ

ンガス販売所、

灯油販売所その 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築しては

ならない。 

(1) 一戸建ての住

宅 

(2) 集会所 

(3) 法別表第２

（い）項第９号

に規定する公益

上必要な建築物 

(4) 前各号の建

築物に附属す

るもの。ただし、

自動車車庫に

あっては当該自

動車車庫の床

面積の合計に

同一敷地内に

ある建築物に

附属する自動

車車庫の用途

に供する工作

物の築造面積

（当該築造面

積が50㎡以下

である場合に

は、その値を減

じた値）を加え

た 値 が 600 ㎡

（同一敷地内

にある建築物

（自動車車庫

の用途に供する

部分を除く。）

の延べ面積の

合計が600㎡以

下の場合におい

ては、当該延べ

面積の合計）を 
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建築物等の 

用途の制限 

分を除く。）の

延べ面積の合計

を超えないもの

で、かつ、２階

以上の部分を自

動車車庫の用途

に供するものを

除く。 

 く。）でその用

途に供する部分

の床面積の合計

が500㎡以内のも

の（建築基準法

施行令(昭和25年

政令第338号。以

下「政令」とい

う。)第130条の

５の３第１号又

は第２号に掲げ

るものに限る。）

(9) 公衆便所 

(10) 前各号の建築

物に附属するも

の。ただし、自

動車車庫にあっ

ては当該自動車

車庫の床面積の

合計に同一敷地

内にある建築物

に附属する自動

車車庫の用途に

供する工作物の

築造面積を加え

た値が当該敷地

内にある建築物

（自動車車庫の

用途に供する部

分を除く。）の

延べ面積の合計

を超えないもの

で、かつ、２階

以上の部分を自

動車車庫の用途

に供するものを

除く。 

(6) 寄宿舎 

(7) 老人ホーム、 

保育所、福祉ホ

ーム、老人福祉

センター、児童

厚生施設その他

これらに類する

もの 

(8) 診療所及び病

院 

(9) 巡査派出所、公

衆電話所、政令

第130条の４第４

号及び第５号に

規定する公益上

必要な建築物 

(10) 前各号の建

築物に附属する

もの。ただし、自

動車車庫にあっ

ては当該自動車

車庫の床面積の

合計に同一敷地

内にある建築物

に附属する自動

車車庫の用途に

供する工作物の

築造面積を加え

た値が当該敷地

内にある建築物

（自動車車庫の

用途に供する部

分を除く。）の延

べ面積の合計を

超えないもので、

かつ、２階以上の

部分を自動車車

庫の用途に供す

るものを除く。 

他これらに類す

るもの 

(7) 自動車修理工

場でその用途に

供する部分の床

面積の合計が

150㎡以内のも

の 

(8) 建築基準法（昭

和 25 年法律第 

201号。以下「法」

という。)別表第

２(い）項第９号

に規定する公益

上必要な建築物 

(9) 前各号の建築

物に附属するも

の。ただし、自

動車車庫にあっ

ては当該自動車

車庫の床面積の

合計に同一敷地

内にある建築物

に附属する自動

車車庫の用途に

供する工作物の

築造面積を加え

た値が当該敷地

内にある建築物

（自動車車庫の

用途に供する部

分を除く。）の

延べ面積の合計

を超えないもの

で、かつ、２階

以上の部分を自

動車車庫の用途

に供するものを

除く。 

超えないもの

で、かつ、２

階以上の部分

を自動車車庫

の用途に供す

るも のを 除

く。 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

10 分の 10 10 分の８ 

建築物の 

建蔽率の 

最高限度 

10 分の４ 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

4,000㎡。 

ただし、店舗、飲食店その他これらに

類する用途に供するものについては200

㎡とし、路線バスの停留所の上家又は公

衆便所の用途に供する建築物にあって

は、この限りでない。 

2,000㎡。 

ただし、巡査派出

所、公衆電話所、政

令第130条の４第４

号及び第５号に規

定する公益上必要

な建築物にあって

は、この限りでな

い。 

500㎡。 

ただし、法別表

第２（い）項第９

号に規定する公益

上必要な建築物に

あっては、この限

りでない。 

200㎡。 

ただし、法別表

第２（い）項第９

号に規定する公

益上必要な建築

物にあっては、こ

の限りでない。 

 

壁面の位置 

の制限 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱（以

下「外壁等」という。）の面から道路境

界線までの距離は10ｍ以上とし、隣地境

界線までの距離は５ｍ以上とする。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合

外壁等の面から

道路境界線までの

距離は10ｍ以上と

し、隣地境界線まで

の距離は５ｍ以上

外壁等の面から

敷地境界線までの

距離は５ｍ以上と

する。ただし、次の

各号のいずれかに

外壁等の面か

ら道路境界線ま

での距離は３ｍ

以上とし、隣地境

界線までの距離
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壁面の位置

の制限 

は、この限りでない。 

(1) 路線バスの停留所の上家の用途に

供する建築物 

(2) 公衆便所の用途に供するもので、

道路境界線からの距離が1.5ｍ以上、

隣地境界線からの距離が１ｍ以上の

もの 

(3) 店舗、飲食店その他これらに類す

る用途に供するもので、外壁等の面

から敷地境界線までの距離が５ｍ以

上のもの 

とする。ただし、巡

査派出所、公衆電

話所及び政令第

130条の４第５号に

規定する公益上必

要な建築物の用途

に供するもので、道

路境界線からの距

離が1.5ｍ以上、隣

地境界線からの距

離が１ｍ以上のも

のにあっては、この

限りでない。 

該当する場合は、こ

の限りでない。 

(1) ガソリンスタ

ンド、自動車用液

化石油ガススタ

ンド、プロパンガ

ス販売所、灯油

販売所その他こ

れらに類するも

の 

(2) 路線バスの停

留所の上家の用

途に供する建築

物 

(3) 法別表第２

（い）項第９号に

規定する公益上

必 要 な 建 築 物

（前号に掲げる

ものを除く。）の

用途に供するも

ので、道路境界線

からの距離が1.5

ｍ以上、隣地境

界線からの距離

が１ｍ以上のも

の 

は1.5ｍ以上とす

る。ただし、次の

各号のいずれか

に該当する場合

は、この限りでな

い。 

(1) 路線バスの

停留所の上家

の用途に供す

る建築物 

(2) 法別表第２

（い）項第９号

に規定する公

益上必要な建

築物（前号に掲

げるものを除

く。）の用途に

供するもので、

道路境界線か

らの距離が1.5

ｍ以上、隣地境

界線からの距

離が１ｍ以上

のもの 

(3) 外壁等の面

からの後退距

離の限度に満

たない距離に

ある附属建築

物の自動車車

庫で、軒の高さ

が 2.3ｍ以下

で、かつ、後退

距離に満たな

い部分の床面

積の合計が7.5

㎡以内で道路

境界線から1.5

ｍ以上、隣地境

界線から１ｍ

以上後退した

位置に設ける

もの 

 

 

 

 

建築物等の 

高さの 

最高限度 

 

 

 

 

１  建築物の高さは、地盤面から15ｍ

以下とする。ただし、店舗、飲食店

その他これらに類する用途に供する

ものの高さは、地盤面から10ｍ以下

とし、かつ、次の各号に掲げるもの

以下としなければならない。 

(1) 真北方向の各部分の高さは、当

該部分から前面道路の反対側の境

界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に1.25を乗じて得た

ものに５ｍを加えたもの以下とす

る。ただし、建築物の敷地の地盤

面が隣地の地盤面（隣地に建築物

がない場合においては、当該隣地

の平均地表面をいう。）より１ｍ

以上低い場合においては、その建

築物の敷地の地盤面は、当該高低

１  建築物の高さは、地盤面から15ｍ以

下とする。 

２  自動車車庫の用途に供する工作物の

高さは、地盤面から２ｍ以下とする。 

３  屋外広告物の高さは、地盤面から４

ｍ以下とする。 

 

建築物の高さ

は、地盤面から10

ｍ以下とし、かつ、

次の各号に掲げ

るもの以下としな

ければなら 

ない。 

(1) 真北方向の

各部分の高さ

は、当該部分か

ら前面道路の

反対側の境界

線又は隣地境

界線までの真

北方向の水平

距離に1.25を

乗じて得たもの

に５ｍを加えた
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建築物等の 

高さの 

最高限度 

差から１ｍを減じたものの２分の

１だけ高い位置にあるものと見な

す。 

(2) 地階を除く階数は２以下とし、

軒の高さは地盤面から７ｍ以下と

する。 

２  自動車車庫の用途に供する工作物

の高さは、地盤面から２ｍ以下とす

る。 

３  屋外広告物の高さは、地盤面から

４ｍ以下とする。 

 

もの以下とす

る。ただし、建

築物の敷地の

地盤面が隣地

の地盤面（隣地

に建築物がな

い場合において

は、当該隣地の

平均地表面を

いう。）より１

ｍ以上低い場

合においては、

その建築物の

敷地の地盤面

は、当該高低差

から１ｍを減じ

たものの２分の

１だけ高い位

置にあるものと

見なす。 

(2) 地階を除く

階数は２以下

とし、軒の高さ

は地盤面から

７ｍ以下とす

る。 

(3) 屋外広告物

の高さは、地盤

面から３ｍ以

下とする。 

工作物の 

設置の制限  

１ 傾斜地又は擁壁面に張り出した形態の架台その他これらに類するものは設けてはならない。ただ

し、やむを得ず道路に面する部分に玄関アプローチその他これに類するもの及び建築物に附属する

縁台等を築造する部分にあっては、この限りでない。 

２ 建築物の屋上及び外壁等に突出した形態の屋外広告物

を設置してはならない。 

 

 ２ 建築物の屋上

及び外壁等に突

出した形態の屋

外広告物を設置

してはならない。 

３ 自動車車庫の

用途に供する工

作物で機械式駐

車装置を用いる

形態のものは設

けてはならない。 

建築物等の 

形態又は 

意匠の制限 

１ 建築物の屋根、外壁等、塀又は工作物は色彩に配慮し原色は避けるものとする。 

２ 建築物の屋根面積の過半は切妻、寄棟等の勾配を有する形状とし、その勾配

は10分の２以上10分の15以下とする。 

 

２ 建築物の屋根

面積の過半は切

妻、寄棟等の勾

配を有する形状

とし、その勾配

は10分の３以上

10分の６以下と

する。 

 

垣又は 

さくの構造 

の制限 

 

建築物に附属するへい又は門（門柱は除く。以下「へい等」

という。）は、生垣又は地盤面からの高さが1.2ｍ以下の網

状その他これに類する形状のものとする。ただし、学校、テ

ニスコート、運動場その他これらに類する土地の周囲に設け

るへい等の高さにあっては、この限りでない。 

へい等は、生垣

又は地盤面からの

高さが1.2ｍ以下

の網状その他これ

に類する形状のも

のとする。ただし、

ガソリンスタン

へい等は、生垣

又は地盤面からの

高さが1.2ｍ以下

の網状その他これ

に類する形状のも

のとする。なお、生

垣以外のへい等で

道路に面するもの
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垣又は 

さくの構造 

の制限 

 

 

 

ド、自動車用液化

石油ガススタン

ド、プロパンガス

販売所、灯油販売

所その他これらに

類するものの周囲

に設けるへい等で

当該施設の設置に

関する法令等でそ

の設置が義務付け

られているものに

あっては、この限

りでない。 

にあっては、道路

境界線までの距離

は１ｍ以上とする。 

土

地

の

利

用

に

関

す

る

事

項 

現存する樹

林地、草地等

で良好な居

住環境の確

保に必要なも

のの保全を図

るための制限 

良好な住環境の確保に必要な現に存する樹林地及び草地を緑地として保全する。ただし、敷地内へ

の出入口に係る部分及び防災上又は公益上やむを得ない行為は、この限りでない。 
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地

区

の

区

分 

地区の 

名 称 
低層住宅Ａ地区 低層住宅Ｂ地区 低層住宅Ｃ地区 公共公益施設地区 

地区の 

面 積 
約 0.8ha 約 1.4ha 約 4.0ha 約 6.8ha 

建築物等の 

用途の制限 

次の各号に掲げる

建築物以外のもの

は、建築してはならな

い。 

(1) 一戸建ての住宅 

(2) 長屋及び共同住

宅 

(3) 路線バスの停留

所の上家 

(4) 前各号の建築物

に附属するもの。た

だし、自動車車庫

にあっては当該自

動車車庫の床面積

の合計に同一敷地

内にある建築物に

附属する自動車車

庫の用途に供する

工作物の築造面積

（当該築造面積が

300㎡以下である

場合には、その値を

減じた値）を加えた

値が3,000㎡（同一

敷地内にある建築

物（自動車車庫の

用途に供する部分

を除く。）の延べ面

積の合計が3,000

㎡以下の場合にお

いては、当該延べ

面積の合計）を超

えないもので、か

つ、２階以上の部

分を自動車車庫の

用途に供するもの

を除く。 

次の各号に掲げる建築

物以外のものは、建築し

てはならない。 

(1) 長屋及び共同住宅 

(2) 寄宿舎 

(3) 学校(大学、高等専門

学校、専修学校及び各

種学校を除く。ただし、

市長が必要と認めて許

可した学校はこの限り

ではない。) 

(4) 老人ホーム、保育所、

福祉ホーム、老人福祉

センター、児童厚生施

設その他これらに類す

るもの 

(5) サービス付き高齢者

向け住宅（高齢者の居

住の安定確保に関する

法律（平成13年法律第

26号）第５条第１項に

規定するサービス付き

高齢者向け住宅（老人

福祉法（昭和38年法律

第133号）第29条第１項

に規定する有料老人ホ

ームを除く。）をいう。

以下同じ。）、認知症

対応型共同生活介護事

業所（介護保険法（平

成９年法律第123号）第

８条第20項に規定する

認知症対応型共同生活

介護を行う事業所をい

う。以下同じ。）及び

小規模多機能型居宅介

護事業所（介護保険法

第８条第19項に規定す

る小規模多機能型居宅

介護を行う事業所をい

う。以下同じ。） 

(6) 診療所 

(7) 店舗、飲食店その他

これらに類するもの（政

令第130条の５の２各

号に掲げるものに限

る。）でその用途に供

する部分の床面積の合

計が150㎡以内のもの

で、かつ、当該用途に

供する部分を２階以内

とするもの（延べ面積

の２分の１以上を第１

号に掲げる用途に供す

るものに限る。） 

(8) 集会所 

(9) 法別表第２（い）項

第９号に規定する公益 

次の各号に掲げる建築物

以外のものは、建築しては

ならない。 

(1) 一戸建ての住宅 

(2) 寄宿舎 

(3) 学校（大学、高等専門

学校、専修学校及び各種

学校を除く。ただし、市

長が必要と認めて許可し

た学校はこの限りではな

い。） 

(4) 老人ホーム、保育所、

福祉ホーム、老人福祉セ

ンター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

(5) サービス付き高齢者向

け住宅、認知症対応型共

同生活介護事業所及び小

規模多機能型居宅介護

事業所 

(6) 店舗、飲食店その他こ

れらに類するもの（政令

第130条の５の２各号に

掲げるものに限る。）で

その用途に供する部分の

床面積の合計が150㎡以

内のもの 

(7) 兼用住宅（延べ面積の

２分の１以上を居住の用

に供し、かつ、前号に掲

げる用途を兼ねるものに

限る。） 

(8) 図書館、博物館及び美

術館 

(9) 診療所 

(10) 消防署 

(11) 集会所 

(12) 美術品又は工芸品を

製作するためのアトリエ

又は工房（原動機を使用

する場合にあっては、そ

の出力の合計が0.75kw以

下のものに限る。）でそ

の用途に供する床面積の

合計が150㎡以内のもの 

(13) 展示場でその用途に

供する床面積の合計が

150㎡以内のもの 

(14) 法別表第２（い）項第

９号に規定する公益上必

要な建築物 

(15) 前各号の建築物に附

属するもの。ただし、自

動車車庫にあっては当該

自動車車庫の床面積の合

計に同一敷地内にある建

築物に附属する自動車車

庫の用途に供する工作物 

次の各号に掲げ

る建築物以外のも

のは、建築してはな

らない。 

(1) 汚物処理場そ

の他これに類す

るもの                                                             

(2) 都市公園法

（昭和31年法律

第79号）第２条

第２項第３号及

び第５号から第

９号に掲げる施

設 

(3) 法別表第２

（い）項第９号

に規定する公益

上必要な建築物 

(4) 前各号の建築

物に附属するも

の。ただし、自動

車車庫にあって

は当該自動車車

庫の床面積の合

計に同一敷地内

にある建築物に

附属する自動車

車庫の用途に供

する工作物の築

造面積を加えた

値が当該敷地内

にある建築物

（自動車車庫の

用途に供する部

分を除く。）の延

べ面積の合計を

超えないもので、

かつ、２階以上

の部分を自動車

車庫の用途に供

するものを除く。 
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建築物等の 

用途の制限 

 上必要な建築物 

(10) 前各号の建築物に

附属するもの。ただし、

自動車車庫にあっては

当該自動車車庫の床面

積の合計に同一敷地内

にある建築物に附属す

る自動車車庫の用途に

供する工作物の築造面

積（当該築造面積が300

㎡以下である場合に

は、その値を減じた値）

を加えた値が3,000㎡

（同一敷地内にある建

築物（自動車車庫の用

途に供する部分を除

く。）の延べ面積の合

計が3,000㎡以下の場

合においては、当該延

べ面積の合計）を超え

ないもので、かつ、２

階以上の部分を自動車

車庫の用途に供するも

のを除く。 

の築造面積（当該築造面

積が300㎡以下である場合

には、その値を減じた値）

を加えた値が3,000㎡（同

一敷地内にある建築物

（自動車車庫の用途に供

する部分を除く。）の延べ

面積の合計が3,000㎡以

下の場合においては、当該

延べ面積の合計）を超えな

いもので、かつ、２階以上

の部分を自動車車庫の用

途に供するものを除く。 

 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

10 分の８ 10 分の 10 

建築物の 

建蔽率の 

最高限度 

10 分の４ 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

200㎡。 

ただし、長屋及び共

同住宅の用途に供す

る建築物の敷地につ

いては2,000㎡以上

で、かつ、住戸数に200

㎡を乗じたもの以上

とする。 

長屋及び共同住宅の用

途に供する建築物の敷地

については 2,000㎡以上

で、かつ、住戸数に100㎡

を乗じたもの以上とする。 

500㎡。 

ただし、法別表第２（い）

項第９号に規定する公益上

必要な建築物にあっては、

この限りでない。 

 

ただし、路線バスの

停留所の上家の用途

に供する建築物にあ

っては、この限りでな

い。 

壁面の位置の 

制限 

外壁等の面から道路境界線までの距離は３ｍ以上とし、隣地境界線までの距

離は1.5ｍ以上とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限

りでない。 

(1) 路線バスの停留所の上家の用途に供する建築物 

(2) 法別表第２（い）項第９号に規定する公益上必要な建築物（前号に掲げる

ものを除く。）の用途に供するもので、道路境界線からの距離が1.5ｍ以上、

隣地境界線からの距離が１ｍ以上のもの 

(3) 外壁等の面からの後退距離の限度に満たない距離にある附属建築物の自動

車車庫で、軒の高さが2.3ｍ以下で、かつ、後退距離に満たない部分の床面積

の合計が7.5㎡以内で道路境界線から1.5ｍ以上、隣地境界線から１ｍ以上後

退した位置に設けるもの 

外壁等の面から

道路境界線までの

距離は1.5ｍ以上

とし、隣地境界線

までの距離は１ｍ

以上とする。ただ

し、路線バスの停

留所の上家の用途

に供する建築物に

あっては、この限り

でない。 
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建築物等の 

高さの 

最高限度 

１ 建築物の高さは、地盤面から10ｍ以下とし、かつ、真北方向の各部分の高

さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に1.25を乗じて得たものに５ｍを加えたもの以下とする。ただ

し、建築物の敷地の地盤が隣地の地盤面（隣地に建築物がない場合において

は、当該隣地の平均地表面をいう。）より１ｍ以上低い場合においては、そ

の建築物の敷地の地盤面は、当該高低差から１ｍを減じたものの２分の１だ

け高い位置にあるものと見なす。 

２ 屋外広告物の高さは、地盤面から３ｍ以下とする。 

建築物の高さ

は、地盤面から15

ｍ以下とする。 

 

３ 一戸建ての住宅

にあっては、地階を

除く階数は２以下

とし、軒の高さは地

盤面から７ｍ以下

とする。 

４ 長屋及び共同住

宅に附属する自動

車車庫の用途に供

する工作物の高さ

は、地盤面から２ｍ

以下とする。 

３ 自動車車庫の用途に

供する工作物の高さ

は、地盤面から２ｍ以

下とする。 

 

３ 一戸建ての住宅及び兼

用住宅にあっては、地階

を除く階数は２以下と

し、軒の高さは地盤面か

ら７ｍ以下とする。 

 

工作物の 

設置の制限 

１ 傾斜地又は擁壁面に張り出した形態の架台その他これらに類するものは設けてはならない。ただ

し、やむを得ず道路に面する部分に玄関アプローチその他これに類するもの及び建築物に附属する

縁台等を築造する部分にあっては、この限りでない。 

２ 建築物の屋上及び外壁等に突出した形態の屋外広告物を設置してはならない。 

３ 一戸建ての住宅

にあっては、自動車

車庫の用途に供す

る工作物で機械式

駐車装置を用いる

形態のものは設け

てはならない。 

 ３ 自動車車庫の用途に供

する工作物で機械式駐車

装置を用いる形態のもの

は設けてはならない。 

 

 

建築物等の 

形態又は 

意匠の制限 

１ 建築物の屋根、外壁等、塀又は工作物は色彩に配慮し原色は避けるものとする。 

２ 建築物の屋根面

積の過半は切妻、

寄棟等の勾配を有

する形状とし、その

勾配は一戸建て住

宅にあっては10分

の３以上10分の６

以下、これ以外の

用途に供する建築

物にあっては10分

の１以上10分の６

以下とする。 

２ 建築物の屋根面積の

過半は切妻、寄棟等の

勾配を有する形状と

し、その勾配は10分の

１以上10分の６以下と

する。 

３ 屋外広告物の表示面

積は１敷地につき５㎡

以下とする。 

２ 建築物の屋根面積の過

半は切妻、寄棟等の勾配

を有する形状とし、その

勾配は一戸建て住宅にあ

っては10分の３以上10分

の６以下、これ以外の用

途に供する建築物にあっ

ては10分の１以上10分の

15以下とする。 

３ 屋外広告物の表示面積

は１敷地につき５㎡以下

とする。 

２ 建築物の屋根

面積の過半は切

妻、寄棟等の勾

配を有する形状

とし、その勾配は

10分の２以上10

分の15以下とす

る。 

垣又は 

さくの構造の

制限 

へい等は、生垣又は

地盤面からの高さが

1.2ｍ以下の網状その

他これに類する形状

のものとする。なお、

生垣以外のへい等で

道路に面するものに

あっては、道路境界線

までの距離は１ｍ以

上とする。 

 

へい等は、生垣又は地盤面からの高さが1.2ｍ以下の

網状その他これに類する形状のものとする。なお、生垣

以外のへい等で道路に面するものにあっては、道路境界

線までの距離は１ｍ以上とする。ただし、学校の周囲に

設けるへい等の高さにあっては、この限りでない。 

へい等は、生垣

又は地盤面からの

高さが1.2ｍ以下

の網状その他これ

に類する形状のも

のとする。ただし、

テニスコート、運動

場その他これらに

類する土地の周囲

に設けるへい等の

高さにあっては、こ

の限りでない。 
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「区域、地区整備計画の区域、地区の区分、地区施設の配置、保全する樹林地及び草地は、計画図表示のとおり。」 

 

 

 

地

区

整

備

計

画 

土

地

の

利

用

に

関

す

る

事

項 

現存する樹林

地、草地等で

良好な居住環

境の確保に必

要なものの保

全を図るため

の制限 

良好な住環境の確保に必要な現に存する樹林地及び草地を緑地として保全する。ただし、敷地内へ

の出入口に係る部分及び防災上又は公益上やむを得ない行為は、この限りでない。 


